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新庄博士は50年に豆る金融理論の研究の成果を集約された「財政金融経
済論」の“はしがき"の中で， Hicksの IS-LM分析はIとS及びLとM
との内容が明らかでなく，自分は Keynesの有効需要論を，より現実に接
近せしめるために， Marxの再生産表式を手掛かりとして検討したが第三
次産業の従業者や公務員が職業人口の半ばを占める現代では経済循環の総
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括図表として，再生産表式は不充分であると述べられている O
この博士の記述を敷街する事により金融理論への理解を深めることが本
稿の主題であるが，革に;ヱ幾つかの基本的問題，例えば(i ) Keynes理論
と新古典派理論との融合 (IS-LMモデル)C己)Keynes理論と Marx理
論との交流ないL対決(再生産表式) (iu)再生産表式の補正ないL国民経
j斉バランスへの産業連関表の導入等，極めて広い領域に跨がる諸問題が含
まれている ν これらを博士に則って正確に跡付けることは私にば不可能な
ので，その代りに
(1) :-ケインズの了一般理論1 こ於げる実物的貯蓄・投資均衡仮説が現実
の貨幣的自民所得分析や資金フロ一分析に於ても無批判的に採用されてい
る事に強く反省、を促L度い。投資と貯蓄ではなく生産(投資)と消費との
関係が基本的な問題であるJと
(2) i-貨幣数量説の最大の欠点は貨幣の供給に対する貨幣の需要の側(そ
の分析を全く欠L、たという事にあった0 ・・・・マの国の再生産構造の現状)
ルクスの再生産表式を現実の再生産ー構造図にまで仕上げることが金融(経
済)論にとっての基礎的課題となるJ。
という博士の二つの命題を考察する事によって大筋に於て前述の課題を
果たし度いと思う。
限定問題の
「????? ?
Keynesの;、一般理論J以後，その革命的な真髄は何かとし、う事が問題
それを解決するために， Klein， Hansen， Samu巴lson，Hicks等に
よってケインズ理論を数学的に定式化する努力がえ立され，
になり，
その核心が(1)所
得決定の貯蓄一投資理論と(2)流動性選好理論とに要約される様になった。
そして Keynesが j恰も異教審問所がスベインを支配したのと同様に P
1)新庄博，新版金融論， p.87. 
2)新庄博，金融論の基礎に関する若干問題(金融学会報告，市Lp. 122-123.) 
3)安井琢磨，貨幣的経済理論の再検討(理論経済学， vol. IV， No. 1). p. 53. 
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Ricardoが完全にイギリスを支配Lた- (一般理論， p. 32) と述べたのと
同じく， S. Weintraubによると， 1968年以降，イギリス，アメリカ，カ
ナダなどの先進諸国でスタグプレーションが顕在化L，そのノえラダイムの
空嘘さが露出するまで，ケインジァン主義は，第二次大戦後の自由主義世
界を支配していた。
T Hicksian Keynesianism 
S. Weintraub 工ケインジアン経済学のうち， (1) Hansen・Samuelson
45度線図モテ、ル(2)Hicksの IS-LMモデ‘ル(3)Phillips曲線による失業
とインフレーションとの trade-offモデノレを， Hicksian Keynesianismと
して統括し， (4)彼自身の総需給分析のそデ、ノしから区別している O
以下， Hicksian Keynesianismを S.Weintraubに則って整理し其の
問題点を考察しよう c
( i) Hansen-Samuelson 45度線図モデノし
C.I 
。 y※ Y; 
( 1図)
このモデ、ノLは方程式の体系て、(土
45。
C十 l
C 
Y 
4) S. Weintraub，“Hicksian Keynesianism" in iThe Modern Economic Thought J 
edited by S. Weintraub， p.45. 
5) S. Weintraub， op. cit， p. 46-61. 
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(1) Y=C(Y，γ) +I(γ) 
(2) M=L(Y， r)
図表では縦軸に消費曲線 C(Y，r)が所得に対して描かれ，投資 (I(r))
がこの消費曲線の上に加算されて， C(Y， r)十I(刊曲線、と45度線との交
点(1=5)で所得(Y引が決定する二とが表示されるc これは論理的には
供給と需要との「マーシャノレ交点jにその趣旨は等Lいcl図)。
ここには (a)Iを確定するためには r (利子率〉の既知が前提となるが
(b)流動性選好関数 M=L(Y)トL(r)から rを確定するためには Yの既
知が前提となる。 (c)従って， Yを確定するために Yの既知を前提とする
という論理的矛盾が内在Lている 3
(五) Hicksの IS-LMモデノレ
LM 
IS 
。 Y※ y 
(2 図)
前述の45度線図に内在する循環論を断ち切るためには， (a)投資の利子率
弾力性を否定して短期で1工此れを定数(1)とみなすか(b)方程式(1)の消費の
項を左辺に移Lて (1)' 5(Y， r) =I(r)，と (2)M=L(Y， r)とから Tをパ
ラメーターとして 15曲線を， Yをパラメーターとして LM曲線を導き，
両曲線の交点によって均衡解を求めるか，の何れかである。そして(a)は分
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析装置の一般性を制約する便法として，此れを論外とすれば，求められる
のは(b)の IS-LMモデル(2図〉になる。
(溢) Phi1ips曲線、
/:，W + u 
w 
。
P 
(3 図)
U 
U十N
次に IS-LMモデノレは Hicksの云う賃金定理 (wage-theorem)によっ
て，Y，S， 1， M 等ーがすべて賃金単位によって，デフレー卜され，貨幣価値
の変動が除去された実物タームで表示されている。従って完全雇用が達成
される以前に於て，インフレーションが発生する可能性を分析するために
は， Phillips曲線を IS-LMの分析装置の中に組入れねばならなかった。
則ち IS-LMモデルによって所得(雇用)水準を決定し，次いで、 Phi-
llips曲線によって失業率に対応する貨幣賃金の変化率を求め(3図)，それ
から計量経済モデルで-使用される物価水準の方程式
J…物価水準 ¥ 
… (w・・平均貨幣賃金 i P=kー 竺ー "...........， I -I~ ..... 
A ¥A…労働の平均生産性 j 
、h…一単位当りの労働コストに対するマーク・アップ率'
を利用して物価水準を確定するのが s.Weintraubによると 1960年代後
半までの HicksianKeynesianismの状態であった。
その聾え立つ高台 (perch)をぐらつかせる様になったのは，強靭な敵対
6) Hicks， The Crisis in Keynesian Economics， p.59. 
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する論理の出現ではなくて厄介な経済現象(スタグフレーション)の発生
であり， 1968年頃から物価上昇率と失業の増加率との関係は Phillips 曲
線が示す様な trade-o妊の軌跡ではなく，逆に右上りの曲線を描く様にな
った。みるみるうちに，当初，有意義な経験法則として歓迎された Phil明
lips 曲線は特殊な事態を描写する事後的な記述一検死解剖図 (Postmor-
tems)に変形し， S. Weintraubによると最近 (1977年)では Phillips曲
線に関ずる論文は恰も歴史の奔流に押しつぶされた一時の流行の様に，す
っかり論壇から消えてしまった。
⑧ ーの実物経済的芳察
CAJ 本稿の主題の一つは「投資と貯蓄ではなく生産と消費との関係が
基本的な問題である」と L、う命題を解明することだが，前述の Hicksian
Keynesianismの跡付げから此れに対して得られる手掛かりは IS-LMモ
デルに於げる
(1) Y =C(Y， r)十I(めから， (1)' [Y -C(Y， r)]-S(Y， r)=I(r)への
展開が持つ意味を検討することである。
何故なら貯蓄(S)は単に所得と消費との差額ではなく所得を生産設備に
向けることによって消費が断念されることだからである。
( i ) 資本形成は二段階から構成される。
これを樋口氏は「所得を消費しないことが貯蓄であるとすれば，明日は
消費される筈の所得でも今日は貯蓄されていることとなるが消費と貯蓄に
ついての，この様な概念規定はおよそ無意味である」と述べて次の様なモ
デルで、説明されている (4図)。則ち(l)A企業は価値20の労働を投下しま
た価値20だけ生産設備を減耗して価値40の生産物を作る。 B企業はA企業
の価値40の生産物を原材料として価値20の労働を投下し，価値20だけの生
産設備を減耗して価値80の生産物を作る O …C企業以降に就いても同様で
7)新庄博，貯蓄・信用・資本形成(其ー )， (国民経済雑誌， 60巻6号)p. 63. 
8)樋ロ午郎，再生産過程と金融市場(パンキング， 163号)p. 74-77. 
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企業 A B C D E 
総生産物 ⑤-防@-F④-ト④-ト@
(4 図)
ある o (2)AからDまでの各企業の生産物は中間生産物であり， E企業の完
成生産物は純生産物 (100) と補填投資財部分(100)とから成る。 (3)このそ
デノレでは予め生産設備が存在していることが前提されているが，これは以
前に生産された完成純生産物(所得)のうち消費されなかった部分から成
っている。
(4)純生産物は，その総てが消費されても生産設備の価値は維持される
が，補填投資財部分まで消費に向けられると社会は縮小再生産に陥る。こ
れに反して，完成純生産物(100)のうち80が消費され， 残り20が生産設備
に向けられると此のモテールは複線回帰的拡大再生産のモデルとなる。
この様に純生産物部分と補填投資財部分との経済水準(産出量)に対す
る機能は異なっており斯かる観点から見れば貯蓄は(1)消費の断念だけでな
く(2)その部分が生産設備に向げられて始めて其の機能が実現されることに
なるc
ここから Keynesの貯蓄は恒に投資に等しい(一般理論， p.63)という
規定が生れる O
以上，資本の形成過程は消費の断念(貯蓄)とそれの生産財への充当
(投資)という二つの段階から構成されるが，貯蓄を所得と消費の差額と
する概念規定は貯蓄・投資の均等を前提としてのみ意味を持っている。
(証) 貯蓄・投資の均等は事前 (ex-ante)の均等である。
「事後の (ex-post)計算は行為に対しては少しも意義がなL、から経済体
系がL、かに運行するかを見出そうと試みている理論経済学者にとっては全
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く役に立たなし、」と Hicksは述べるが，事前 (ex-ante)では均等で、ない
貯蓄・投資が，どの様にして事後 (ex-post)では均等になるかを簡単な数
字例によって一瞥しよう。
いま由民経済が消費財のみを生産する企業I及びEとから成立し，毎日
の生産面が 1表，支出面が2表の如く表わされるものと仮定する。
(生産)
労 働 者 数
一時労働時間数
一時間労働賃金
一日総労働賃金額
消費財数量
消費財単位価格
日販売額
日利潤額
(支出)
企業!に於ける労働所得
企業Eに於ける労働所得
企業pこ於げる企業所得
企業Eに於ける企業所得
(1表)
企業I
150人
1，200時間
1 ドノレ
1，200ドノレ
1，200単位
1.5ドノレ
1，800ドノレ
600ドノレ
(2 表)
企業I
600ドル (400単位)
450 (300 
450 (300 
300 (200 
企業E
400人
3，200時間
1ドル
3，200ドノレ
3，200単位
1.25ドノレ
4，000ドノレ
800ドル
企業E
600ドル( 480単位)
2，750 (2，200 
150 ( 120 
500 ( 400 
(1)労働者家計の消費財需要が企業 Iに対して600ドル，企業liこ対して
500ドルの減少 (1100ドルの貯蓄)が決意され実行されたとする O
(2)これによって企業では意図せざる在庫が企業 Iで400単位 (600ドル÷
1.5ドル)，企業Eで400単位 (500ドル-o-1.25ドル)増加するが，発生主義
の原則によれ:ま此れは原価(1ト、ル)で評価されるので800ドルの主査が
発生ずる G
(3)一方，企業家の所得は労働者家計の貯蓄増加に伴って 1，100ドル
[=(企業I， 1800十企業I. 4000)一(企業I，1.5ドル x(1200-400))一(企
9) Hicks. Value and Capital， p.179. 
再生産表式から産業連関表へ 29 
業I，1. 25ドルx(3200-400))J となって従前の如く 1，400ド、ルの消費支出
がなされると300ドルの負の貯蓄が発生する。
従って，事後の貯蓄(800)=事前の貯蓄(1100)十意図せざる貯蓄(-300) 
となって投資に等Lくなる。
然L単に事後的計算で投資iこ恒等な貯蓄は 800ドノレで、あるという事だけ
からは翌日に事態が如何に推移するかを知ることはできなし、。
Hicksはこれを「所得」に就いて
事後の所得=事前の所得十意外の利潤(損失) (windfall profit or 
10ss) 
と定義することは所得に capita1gain， or 105sる含める事であり資本取引
と損益取引とを混同するものだと述べて，経済現象の因果分析を果たすた
めに，貯蓄・投資の均等式を国民経済が全体と Lて均衡にある時にのみ成
立する「一時的均衡Jの概念と結付けて事前の (ex-ante)関係式として想
定Lている。
従って以後，本稿では貯蓄・投資の均衡を，事前の (ex-ante)貯蓄・投
資の均等に限定する。
CBJ 
(i) 所得の決定と極大利潤
前述した様に，IS-LMモデノレは実物タームでの表示でありながら，物
価問題も取扱っている。
S. Weintraubは此の欠点を免れるものとして，彼自身の「総需給分析」
のモテ‘ルを挙げている。
「総需給分析」に就いては，すでに (1942年)青山氏の問題提示がある
ので此れを整理することによって本稿のいま一つの主題である「マルクス
の再生産表式を現実の再生産構造図にまで仕上げる」とL寸命題の限定を
10)青山秀夫， 現代景気理論に於ける叛路法則の問題(経済変動理論の研究H巻)
p. 248-274. 
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しよう O
Keynesは総需要関数(D)と総供給関数(Z)との交点で企業の利潤(の期
待)が極大になるので， (5図)この有効需要点で雇用量が決定すると云う
(一般理論， p. 26.)。
Z，D 
O N 
(5 図)
D 
N 
これに対して青山氏は企業の見込利潤は総需要額と総供給額との差額で
あり，その極大条件は両者の徴分，即ち眼界総需要額と限界総供給額が等
しいことである。従って Keynes は総需要関数と総供給関数の交わる点
で企業者の利潤は極大となるというが，それは利潤極犬の条件ではなくて
無利潤の条件であると批判された。
同じ「総供給価格Jに就いての Keynesの規定
The aggregate supply price of the output of a given amount of 
employment is the expectation of proceeds which will just make it 
11)総需要価格も総供給価格も，価格と呼ばれるけれども，実は見込まれた (expect.
ed)価額であり，企業家は実施される生産活動から得られる売上高及び費用，従っ
て利潤を算出するが，この予想売上高が総需要価格，この予想される費用が総供給
価格であると青山氏は解釈されるc (青山秀夫.ibid. p. 254.) 
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worth the while of the entrepreneurs to give that employment. (一
般理論， p. 24.) 
から青山氏は総供給額を費用と解釈されるのに対して塩野谷氏は総供給
額には利潤が含まれると解釈され r総供給曲線(Z)上のすべての点は当
該雇用量(N)に対応する利潤極大点を示し，与えられたNの値が両曲線の
交点のもとに於けるNの値以下 (N1) 又は以上 (N2) である時のZとDと
の差 (D1Z1又はみD2) は意外の利潤 (windfallpro五t) 又は意外の損失
(windfall 10ss)であり，それが誘因となって雇用は Noに向うJ(6図)と
述べられている。
Z，D Z 
D 
O N， No N， 
(6 図)
この塩野谷氏の見解は均衡国民所得から「意外の」利潤又は損失を除外
する点で Hicksの規定と一致するが Z曲線上の各点が利潤極大点であ
ロ)塩野谷九十九 <霊長>ケインズ一般理論， p. 45 
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るとの説明は企業の「主体均衡」と製品市場全体としての「市場均衡」と
の関係が不明確のままで残されている。
ところで二人の碩学の「総供給価格」に就いての解釈の相違が何故生じ
たかの理由は必ずしも明らかでないが，雇用理論を一般均衡理論として展
閲すれば，諸財の需給量とその価格の決定に関して，特に労働力の需給量
(雇用量)とその価格(賃金〕の決定条件に着目し，その均衡条件と更に
賃金の下落(上昇)が労働力の超過需要(供給)を惹き起こすか否かとい
う均衡の安定条件の吟味になる。
この際，長期で資本が飽満のもとでは， ワノレラス的な無利潤の均衡が，
他方，短期で、資本に一定の制約が存在すれば， ヒックス的な極大利潤の均
衡が成立する O
新庄博士は投資を「生産要素に対する需要!として定義されるが，労働
力の価格も其の需要と供給とで決定し，この需要ぱ社会に存在する資本量
(食物・衣服・機械等)のうち，労働力の雇用に割当てられる額に依存し，
「限界地の実質賃金を生産するコストは限界地の位置，従って投資が実行
される範囲に支配されるJので賃金は其の需要である投資によって制約さ
れる。
投資は一定の利潤率を前提とし，短期で資本量を所与とするケインズ的
均衡は無利潤の均衡ではあり得ず，此の観点から総供給関数と総需要関数
との交点で極大利潤が実現するという Keynesの規定を承認される塩野谷
氏の解釈が正しい様に思う。
(五) ヒックス的均衡と均等利潤率
Marx は市場に於ける競争によって(1)同じ部門の生産物は一つの同じ市
場価値で売られる(価格の一般的水準の成立)， (2)別々の部門間では資本
13)藤野正三郎，ケインズ理論と国民所得の決定(経済学論集， 32巻4号)， p. 13. 
14)新庄博，再生産と資金循環(有斐閣，金融財政講座 1)p. 18. 
15) Shove， MarshaIl's Principles in Economic Theory， The Economic Journal 
1942. p. 299. 
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の流出入に伴って，どの投下資本に対しても利潤率は向じである(利潤率
の一般的水準の成立)としヴ関係を導き，此の二つの関係から「資本論」
田巻で「生産価格」と L、う概念を確立している。
ところでヒックス的均衡は森嶋氏の云われる如く「資本の各企業問の移
動がないとし、う条件の下においてのみしか成立しない均衡」である O
従って，ここでは Marxの用語で、云えぽ利潤率均等の法則も， I生産価
格」の概念も成立Lない。
以上， i問題の限定Jを要約すれ:i(l)貯蓄・投資の均等は，事前の (ex-
ante)貯蓄・投資の均等であり， (2)Marxの再生産表式では生産価格の再
生産表式(転形問題)は省略され，価値のタームの再生産表式 (i資本論J
E巻)が考察の対象となる Q
[ I ] 貯蓄・投資の均衡仮説の前提
新庄博士は Hicksの IS-LMモデ、ルを iIとS及び LとM が如何
なる内容で如何なる数額として把えるべきものかが明らかにせられること
なLに，ワルラスの原理的にはミクロ経済学の一般均衡理論の構図の中に
移されて，生産期間はゼロ，全能の市場販売人による完全な“模索過程'1
そして実際に実現される価格が均衡価格に等しい場合にのみ実際の需給取
引が行なわれ， ヒックスの仮定した如き『週Jのうちに，すべての調整過
程が完了すると仮定している」と述べられている。
従って， IS-LMモデルを単位期間(週)内に，意図せざる部分は相互
に調整されて，単位期間内では国民所得は均衡水準(1=却を維持し続け，
国民所得の変動過程を均衡国民所得 (I=S)の「一時的均衡」の系列とし
16) Sraffaも「商品による商品の生産」に於ける一般的衡分析では，価格決定にとっ
ての根本的要因を需要・供給の力ではなくて企業の営利活動に，即ち極大利潤率を
求めて各産業問を出入する資本の可動性(利i閏率の均等化)に措定している。
17)森嶋通夫，産業連関論入門， p. 157. 
18)新庄博，財政金融経済論(増補版，はしがき)p. ix. 
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1.5 
。 Y(t-rl)Y(t，2)Y 
il) t期の国民所得Y(t)，1 (1)， S (1)は事前の投資と貯蓄。
(2)事後の貯蓄(投資)をI=Sとすると 5-5(t)， I-l (t) 
;ょ意図せさる lTーのz包j品目7菩と負九l1LiE主投資ヘ
( 7図j
1 (Y! 
Y 
て把握する(7図)，ヒックス流の「均衡論的接近」に則るものとして博
士ば把握されている。
x 一時的均衡
(i) 即時的乗数
事前 (ex-ante)では一致しない貯蓄と投資とが即時に調整されて均等に
なるとL、う接近法は Hansen の貯蓄と投資とは(1)恒iこ等Lい， (2)乗数過
程を通じて均等になる一一この二つの規定は矛盾しなLJという見解にもみ
られるが，かかる立場をJ 層，明確にされたのは高橋教授の乗数理論につ
いての解釈である。
高橋教授は乗数論を 11-、くつかの相次いで起こる事象を出発点として波
及を通して起こる結果の一定時点における総括的な結果と Lて捉える方
法」と Lて解釈される。詳言すれば「波及(乗数過程)そのものは(a)期に
於げる (1)を出発点として，その波及の結果を(l)~(めまでの段措を辿り p そ
19) Hicks， Value and Capital， p.127. 
20) Ransen， Monetary Theory and Fiscal Policy， p.221. 
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a 
高橋泰蔵，同氏所得の基本問題 P.194. 
(日間)
の合計を波及の結果として見る方法であるが此の目指す所は(e)期に於て
は， (e)の(1)，(d)の(2)，(c)の(3)，(b)の(4)，(a)の(5)の合計が現われることを把
える方法に他ならずー・波及現象そのものと Lては時間概念を含むが，それ
によって説明さhるものは一定の状態に於ける構造のあり方j であって
( 8図)高橋教授は乗数論は時間概念を含まないと規定される。
ニの即時的乗数の概念は国民所得の変動過程を貯蓄=投資の均衡推移の
過程として把えるヒックス流の「均衡論的接近」の前提の一つである O
(証) 今期の完全な知識 (Perfectcontemporaneous knowledge) 
Leijonhufvud はワルラスの世界からケインズの世界へ移行するために
は模索過程(競売人)の想定を廃止し，即持的価格調整 (perfectcon-
temporaneous knowledge) の仮定を放棄する必要があり， Keynesは短
期に於ては， 価格メカニズムが完全な情報機能を果たすとし、う新古典派
(Keynesian)の考え方を否定していると云う c
21)高橋泰蔵，国民所得の基本問題， p. 193-194. 
22) Leijonhufvud， Monetary Theory and Keynesian Economics (Penguin Moderll 
Economics Readings) p. 301 
36 第4巻第4号(経済学・経済学編)
Hicksも相対価格決定の分析を競売人が存在せず，再契約が許されない
市場へと一般化しようとし，不均衡価格による誤った取引の可能性を認め
ている。然し彼は誤った取引の唯一の効果である所得効果は， (1) I価格決
定に少しでも聡明さが示されるなら」無視しうると想定し，均衡価格を取
引の指標とした。勿論，月曜日の戟に取引が再開された時，市場が均衡価
格を甚ちに持ち得ると L、う保証はなL、。それは駈引と試行錯誤の過程を経
て始めて実現される。
この点に関して Hicksは (2) 市場;土迅速かっ円滑に一時的均衡の位
置に進むJ(the market proceeds quickly and smoothly to a position of 
temporary叫 uilibrium)とし、う仮定を導入し，これは市場状況に対して一
種の i完全性」を，或は「今期の完全な知識」を仮定する事と同義だと云
うC この仮定は厳密に適用するならば「月曜日の取引時間の間でも価格変
化は無視Lうるものと想定する」ことに等u、。結局，月曜日に取引が再
開されると，瞬時に均衡価格が成立し それが期間(週)中，維持し続ける
ことになる O この様にして「逓を用いることにより変動過程を一系列の一
時的均衡から成るものとして取扱うJ均衡論的接近法が導かれてLら C
plf 
f号
?? ?? ?
?
?
〈
?
? ?
? ?
?
??
?
? ? ?
?ー
? ?
っ 、
?
?
?
??
??
〉 ? ?
?
???
? 、
??? ?
t-ト2
荒憲治郎 ibid. P.91. 
日寺間
(9 図)
23) Hicks， ibid. p. 129. 
24) Hicks， ibid. p. 123. 
25) Hicks， ibid. p. 127 
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尚，荒氏は Hicksの「価値と資本」 に於ける此の接近法は彼の「景気
循環論」にも継承され，前者の均衡価格が後者の均衡所得に対応している
と主張される。それで、荒氏vこよると「事前の」貯蓄と投資とが現実に一時
的均衡の位置(黒丸)から講離していても瞬時に，市場の調整作用によっ
て均衡の位置(白丸)に復帰し，国民所得の変動過程を白丸を連ねた時系
列の軌跡とみなすことが可能になる (9図)。
15-LMモデ、!vt土実物市場の均衡条件として貯蓄・投資の均衡を前提と
して居り ，15曲線はかかる均衡所得の変動経路ともみなされるので均衡
論的接近法に立脚していると云える O
ところでマルグス経済学では物価理論を例えば，先す。商品に対する需要
と供給とが一致し，貨幣価値の不変を前提として，価値に一致する価格を
考察L，次いで，貨幣価値(土依然として不変のもとで，商品への需給の不
一致を加味して市場価格を考察し，第三段階で貨幣価値の変化を付加して
物価水準を考察するなど，現実を捉える方法として，抽象的なものから漸
次，具体的なものへと接近する方法を採っている。
この脈路のもとで前述の Leijonhufvudの iKeynes 土了即時的価格調
整」の仮定を放棄し，価格メカニズムが短期に於て完全な情報機能を果た
すという Keynesianの考え方を否定しているJという指摘は Keynesと
Hicks (K匂アnesian)との論理の抽象次元の差異を指摘するものであり，完
全市場を前提とする一時的均衡理論が現実を捉える際の criterionの一つ
を提供することまでも否定するものではなかろう O
我々にとって必要なニとほ「事前のJ貯蓄・投資均衡仮説が前提とする
即時的乗数(即時的調整過程)から，いかなる特色(制約)が派生するか
を把握することである。
(iu) 需要としての投資
巨視的経済変動論はヒックス流の「均衡論的接近」とハロッド流の「不
26)荒憲治郎，貯蓄=投資の理論と均衡概念(一橋大学創立80周年記念論文集上巻)
p.87.尚， Hicks ¥土「景気循環論iの11章で IS-LMモテソレを展開している。
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均衡論的接近Jとに大別されるが，前者では単位期間(週)を設定し，月曜
日に取引が再開されたなら，即時に均衡所得 (l=S)が成立し，更に将来
予想の形成がタイム・ヲグをもった過去の経験に依存ナるので均衡所得ば
毎期間，変動する C 則ち毎期に成立する均衡状態は一時的均衡となる Q
そLて国民経済の現実を，この均衡閏民所得の推移過程どみなし，構造
パラメーターの種々の組合わせに応じて得られる動的均衡方程式(例，
Y(tJ = (c+同Yrt-l)-VY"-2l十Alの I 解!を現実の同民所得変動の cn-
terionとして経済変動の周期性と規則j性とを解明する ο
この立場に特徴的たこと:土投賢を新資本の需要と Lて把え， 同民所得
(同民生産物)が如何なる生産過程からどの様に生産されるかは問題の対
象とせず，国民所得の現実の軌道を決定するのは，有効需要のみであると
想定することである c
葱から生産的には全く関連性のない[在庫の蓄積J，I輸出超過J，I政府
の財政赤字Jが Samuelsonの i埜宣り主要1#:，土，それが生産要素への所
得の支払いを意味しながら同時に，当該期間に売らねばならぬ財貨を市場
:こ提供しない点にある!という共通の属性によ Jて広義の「投資一!と解釈
され，投資はもっぱら需要側面で把えられて.その生産側面が無視される
ことになる。
ところで新庄博士は前述した如く投資を「生産要素に対する需要」と規
定されている G
少し敷依すると， Keynes 土投資を「資本設備の増分j と定義している
が(一般理論， p. 75.入資本設備が増加するためには産出物が増加しな
くてなならず，その為には生定要素の雇用が要件となる c 従って投資は生
産能力を増進する側面と有効需要を創出する側面を持っている。
27)荒憲治郎，巨視的経済変動の簡単な模型， (理論経済学 vol.v， No. 3， 4) p. 133. 
28) Samuelson， The Theory of Pump.Priming Reexamined， The American Eco. 
nomic Review， 1940， p.497. 
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一(_ E， I-S ¥ かかる観点から， Keynesが基本方程式(7τ=ー+~.!:::_-)で投資(1)
¥00/ 
が貯蓄 (5)を超過する額が企業者の利潤となると規定した事に対して，
博士は投資の過大によって生産過剰になると，即ち供給(投資)された
商品が有効需要を超過すれゴ企業家ii損失を蒙ると云われて否定的で、あ
る。
以上投資の生産的側面を無視する ことも「事前のJ貯蓄・投資均
衡仮説の前提のーっと云える L
玄 Criterion
Keynesの 貨幣論ニ於げる基本方程式が表現する範囲は社会の l純
生産」の循環に限られて居り， (1) 1が S ~ど超過する額が企業家の利潤
(windfall pro五t)，Sが Iを超過する額が企業家の損失 (windfall10ss)， S 
と Iが等しい場合に企業家に正常利潤が保証される o (2)次に企業家が生
産費として支出するものは企業家以外の生産因子の所得となるので，企業
家の正常利潤と，これらを合計した所得の総計は生産費(及び純生産)に
一致する。 (3)従って I=Sの状態が続く限り動態的経済に於て何ら均衡を
破壊する要因は存在せず，SとIとの均等が経済の均衡を判定する指標と
みなされた。
かかる観点からl主経済が不況に陥れば，銀行は貸出条件を緩和し，国家
は公的信用を動員して，投資と貯蓄との均等を4快復させれば十分であっ
7こ。
「一般理論jでほ|使用者費用Jを含むことによって Marx の再生産
表式と同様の範聞に於ける「総生産」が対象とされ， (1)企業家の「意外のJ
利潤および損失;土所得と資本との混同を排除するという観点より，社会所
得から除外される。 (2)次に均衡状態では恒に貯蓄±投資であるが，これ:工
一般に「過少雇用均衡Jである C 従って「非自発的失業」が存在すること
(土「貯蓄・投資の均等を前提としながら，尚経済:工不均衡Jであると主張
29)新庄博，貯蓄投資論の再吟味， (パンキング163号)p. 16. 
30)新主博，金融理論の新傾向(増補版)p. 222-223 
40 第4巻第4号(経済学・経済学編)
することも可能である。
別言すれば，国民所得の変動過程を，一系列の一時的均衡 (I=S)の推
移過程と倣なすとッケス流の均衡論的接近によれば，「景気波動上の凡て
の点で， 事前的貯蓄工事前的投資が成立」〉している。従って不況の時点で
も貯蓄=投資の関係:土戎立する (10図)っ
?????
?
??
?
?
10= S 
Hh if円
寸i日J
(10 図)
そhで、経済の均衡を判定する指標と Lて投資が貯蓄に均衡している
にも拘らず惹き起こされる景気変動の原因は投資と消費との不均衡であ
るーとして投資(生産)と消費の均衡が求められることになる O
ここで先に示した(1図)を再び掲げよう。
c.j 
450 
C十1
C 
。 y※ Y! Y 
(11 図)
31)荒憲治郎，貯蓄=投資の理論と均衡概念， p. 103. 
32)新庄博， ibid. p. 223. 
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いま y*を均衡国民所得，Yf を完全雇用に対応する国民所得，とす
れば iYf-Y*Jがデフレ・ギャップである (11図〉。 この場合には減税
等の財政々策の実施によってギャ、ソプの縮少が企図されL，y*が Yfの右
側に位置すれば増税等の財政々策の施行によってインフレ・ギャップの縮
少が企図される。
この様な Hansen-Samuelson45度線図の見方に対して， S_ Weintraub 
;土問民経済が失業かインフレかの何れかのみを経験し，市もその各々が，
財政の蛇口 (faucet) を右iこ，又は左に枯ることによって克服できるとい
う単純化しすぎた見解が HicksianKeynesianismの最大の害毒であると
云う。
新庄博士は此れと同じ趣旨のことを「ケインズ以後のいわゆる近代理論
の発展がケインズと同様，依然として大まかに全体としての国民所得，雇
用，投資，貯蓄という如きものを対象として，貯蓄・投資の恒等を前提と
することによって経済学的分析というより，むしろ数学的解析方法として
進展」しつつあるのは正当ではないと主張される O
更に具体的に「貯蓄と投資の両者を，それぞれもっと内容的，段階的に
明確に細別して再生産表式上の各項目の均衡として対比することが必要で
ある」と博士は述べられて，経済均衡の判定の指標として「貯蓄対投資」
から「生産対消費」への転換の手掛かりを Marx の再生産表式に求めら
れている。
註
新庄博士の現実分析には貯蓄・投資を再生産表式上の各項目の均衡として対比する
ことが必要であるとの指摘は山田盛太郎教授の「戦後再生産構造の基礎過程J (1972 
年〉と共通の視点である。山田教授は産業連関表，四表〔日本の昭和35年表と40年表と
をアメリカの1958年表並に1963年表と対比)，生産過程分析表，四表(工業統計表によ
る範鴎 C十百十mの検出)を整理分析されて， (1)機械4部門の最終需要構造〈民間消
費支出・政府支出・固定資本形成の相互間の様成比〕は日本では， 8.7: 1.2: 35.9% 
33) S. Weintranb， ibid. p. 52. 
34)新庄博，インフレ理論に関する覚書(宮田喜代蔵博土還暦記念論文集)p. 313. 
35)新庄博，貯蓄・投資論の再吟味(パンキング¥163号)p. 18. 
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(3表) 機械部門の循環形態 % 
金 そ !|間中[ 最終需要の内 1| 総
属 金
鉄銅 鉄非鐸命扇
機
1 械 ;il霊!?選li機 部械 属 門
(40年 29.1 0.9 0.7 0.2 28.2 15.9 45.0 8.7 1.2 35.9 100 
日本 35 29.7 0.9 0.6 0.3 28.8 16.9 46.6 6.1 1.2 38.1 100 
31.2 2.0 0.6 1.4 29.1 11.5 42.7 17.8 13.5 18.7 100 
1958 27.6 2.5 0.6 1.9 25.1 18.0 45.6 17.2 13.2 20.4 100 
(1) 機械部門とは一般機械，電気機器，輸送機器，精密機器の 4部門
(2) 海外部門は除力通れている。山田盛太郎， ibid. p. 92. 
に当たるものがアメリカでは17.8:13.5: 18.7%に対応し(3表〉日本に於ける消費水
準の相対的低さと(2)自律的経済では，鉄鋼業構築があって，その上で機械部門が展開
するが，鉄鋼生産対機械生産 4部門の比が日本で1:2.1，アメリカで1:5.5という
対比で， 日本に於ける鉄鋼生産の相対的過大と機械生産の相対的過小(山田， ibid. 
p. 87) (3)鉄鋼業では，製銑工業の基礎の上に製鋼工業が発展するが，日本では歴史的
に製鋼が製銑を上回り，これは製銑工業の基盤の脆弱さと屑鉄輸入依存度の高さ (4
表)等を指摘されている.そして，かかる産業部門間のアンバランスは金融部門に反
(4表) 鉄鋼生産 (千屯)
年 次 銑 量失 銅 材
昭和12年 2，252 4，673 
21 218 508 
25 2，433 3，874 
30 5，127 7，251 
38 20，433 25，626 
山田盛太郎，戦後再生産構造と農業形態p.17. 
(5表) 鉄鋼業と機械計との年々の増加率
34年 35 36 37 38 39 40 
鉄 鍋 業 51.7% 47.4 22.5ム19.7~12.1 2.9 3.5 -37年不況
機械4部門計 45.5 89.4 48.4ム15.5ム 9.125.7ム21.1-40年不況
山田盛太郎， ibid， p. 89. 
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映し 37年不況では鉄鏑滞貨融資が， 40年不況 (5表)の悦出には赤字公債が発行さ
れ，これは今日まで尾をヲ!I.、ているc
〔皿〕 貯蓄・投資と再生産表式
本稿の主題である「投資と貯蓄ではなく生産と消費との関係が基本的な
問題である」という命題を解明する視点からのみ，本節では Marx の再
生産表式を検討する。
1 4000 c +11000 v十1000ml=6000
H函而司十 500v十500m=3000 
この単純再生産表式lニ於ける生産財(投資財)と消費財の分割は「総生
産Jの分割であり，投資と消費の分割は「純生産jの分割であって，生産
財(投資財)の購入を投資と解しではならない。
何故なら投資財の購入は売手の負の投資と相殺されて，社会的には投資
(資本設備の増加)としての意味を持たなL、からであるO
(1) 前掲の単純再生産表式では所得の全額(む十m=3000) が消費支出
(3000)されるので，貯蓄も新投資も行なわれず，従って我々の対象となる
のは拡張再生産表式である。
(2)再生産表式では，社会の総生産物は価値の構成に従って不変資本(c ) 
可変資本(v)剰余価値(m)に分解されるが，拡張再生産では剰余価値は
m(k) =剰余価値の中，資本家の個人的消費用の部分，m(c) =剰余価値の
中，不変資本に転化する部分，m(v) =剰余価値の中，可変資本に転化す
る部分に分解する。従って拡張再生産表式を代数的に表わすと
供給倶u
生産財(Wl)=Cl十Vl十m(k)，十m(C)1十m(v)1
消費財(W2)=C2十円十m(k)2+m(C)2+m(v)2 
36)新庄博，国民所得と有効需要， (国民経済雑誌， 92巻3号)p. 8. 
37)添字1は一部門(生産手段生産部門)添字2は二部門(消費資料生産部門)の意
味である。
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Cl十m(C)1 生産財生産部門から)
C2十m(C)2 (消費財生産部門から)
Vl +m(k)l十m(V)1 (生産財生産部門から)
町 +m(k)2十m(V)2 (消費財生産部門から)
従って，再生産が円滑に進行するための需給均衡条件は
Cl十む1十m(k)l十m(ch十m(V)1
=Cl +C2十m(山十m(仇(→Iv+m(k)十m(v)
C2十円+m(k)2十m(C)2十m(V)2 ( = lIc十m(c)
=Vl十円十m(k)l十m(k)2十m(V)1+m(V)2) 
となる。
① 符号の転換
(6表)
[ (生産手段生産部門)I 4ωOC I+! 1l00v +1100m 1=11660011…(A1) 
I (消費資料生産部門)116ωパ+1 800v+800m 1=1 3200 
(U) (F+P) (A) 
全産出高(A)…….....・H ・...・H ・..・H ・.・H ・...・H ・.....・H ・.....・H ・..・H ・..98οo
企業者聞に売買せられる産出高 (A1)・…・・...…-・………………・・・………6600
使用者費用 (U)= 1 4400c+ I1600c...…..………H ・H ・....・H ・....……….6000
所得 (=F+P)=[(1100む十1l00m)十I(800v+800明)..・H ・.......・H ・-…3800
純生産(所得A-U) =9800-6000......・H ・-…'"・H ・-……...・H ・....….........….3800
消費(A-A1)=9800-6600....・H ・..…..・H ・...…・…・…………....・H ・...・H ・.・H ・'3200
貯蓄〔所得(A-U) 消費(A-A1)=A1- U]=3800-3200(66ο0-6000) .・H ・. 600 
投資〔純生産(A-U)ー 消費(A-A1)=At-U]=3800-3200(6600-6000)…… 600 
高橋泰蔵， ibid. p. 70. 
次に貯蓄と投資とが再生産表式でどの様に位置づけられているかを見よ
うO
高橋教授によると Keynesの「一般理論」は再生産表式と同じく，総
補足
生産(産出高〉を対象としており，この産出高(A)を使用構造 (A=U十
消費 投資 使用者費用要因費用企業所得
A-A1十A1-U)の観点からと，費用の構造 (A=U十F十P)の観点、から
分析している O かかる分析方法に対して高橋教授は「産出高が新たな使用
の構造一これは次期の雇用水準を規定するーとして規定せられる以前に再
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生産表式の二部門分割(生産財と消費財)に於ける様な，生産物のいわば
その生産せられたままの形における構造が，一種の理論的規準として考え
られる必要があり，それを規準とすることによって，新たな使用の構造が
新たな生産過程への出発点としての意味を明らかにする」と「一般理論」
と再生産表式との関係を述べられ r一般理論」の符号を再生産表式に当
て挟めて，産出高(9800)のうち，貯蓄・投資をそれぞれ， 600と計測して
おられる。 (6表)。
この高橋教授の規定では貯蓄・投資の産出高に占める量的範囲は推定で
きても，その再生産表式に於げる機能は明らかでない。
都留氏は貯蓄， 投資を I=S=M(c)+M(v)として規定されるc7表)。
再生産表式では労働者所得は全額，消費支出され，資本家所得(M)から
蓄積がなされると仮定されているので， Mから消費支出 (M(k)) を控除
(7 表)
C十V十M(k)十M(c)十M(v)=W
G …期末に企業家が次期の生産のために保有する生産手段
σ …期首に企業家が保有する生産手段
投資=G-G'二 (C十V+M(c)十M(v))一(C十V)=M(c) +M(v) 
貯蓄=A!-U，
然るにU=A!+G'-G， :.A!-U二 G-G'~投資
笥!留重人，国民所得と再生産， pp. 220-222. 
した M(c)十M(v)を貯蓄，投資と規定することは自然であり，この規定
は「再生産表式」をめぐって都留氏と論争された小泉氏にあっても向ーで
ある O
いま ，1三 S=M(c)+M(v)を初年度に適用すると期末に，在庫として
生産財500と消費財150とが蓄積されるが(8表)， このうち 1100m(v) = 
1I 100m (りの取引のみを摘記すると，二部門の資本家は追加的貨幣資本£
100を前貸して， I100m(v) (生産財〉を購入し，一部門の資本家は此の
得た貨幣で翌年度に労働力を雇用 L，更に此の追加的労働者はその賃金で
38)高橋泰蔵， ibid. p. 68. 
39)小泉明，再生産表式と国民所得(経済研究， vol. 7， No. 2) p. 104. 
46 第4巻第4号(経済学・経済学編)
(8 表)
[4000c+1∞Ov +1000m=14θ00 c +I!000 v +500m( ~21 !十400m(c )+1100互豆:21
[ 1500 c + 750 v + 750 m = I匝回+750 v +600m(めい|亘堕(c)1+50m(り
上記表式に見合う国民所得の計算
生 産 |分配 l使途
第 i部門 2，000
f存E部門 1，500 m 1，750 労働者同oI 
資本家 1，瑚|
蓄積 650
(生産財 500 
消費財 150 
日 00 3，500 I 
川上正道，拡大再生産表式と国民所得，産業関連表と
の関連(土地制度史学21号)， p. 30. 
I 100m(c) (消費財)を購入して，貨幣は出発点の二部門の資本家の許に
還流する。その他の m(c)，m(v) の項目もそれぞれ特有の循環をして，
I 4400c+ 1100v 二年度の期初には I1600c十 800v として出発L，以下三年度以降も同様
である。この様に貯蓄と投資を M(c)+M(v) として規定すると，投資の
二面性，即ち有効需要を創り出すと同時に生産能力を付け加えるという効
果は再生産表式上に位置づけることが可能である O
② 投資と消費
Kaleckiは Keynesの乗数理論から生ずる幾つかの問題を検討し，乗数
過程から導かれる投資 (L11)，貯蓄 (L1S)の均等式が Marxの拡張再生産
表式の中に含まれている事は注目に値すると述べてしるO
ところで新庄博士は乗数理論による投資・貯蓄均衡論を次の様に例示さ
わし，
↓???
?
?
?
? ?
??
?????????
??? ???
i惜l.25→
貯蓄l.25
(但，消費性向H)
40) M. Kalecki， Essays in The Theory of Economic Fluctuation， 1972. p. 45. 
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この場合， 乗数(k)の値は2，所得の合計は20，従って投資制=貯蓄制
となるが，この過程で(1)投資制が同額の所得制を生む(2)消費(5)が所得(5)を
生むとし、う仮定は正しくないと批判されている。
上述の乗数論とほぼ同じ様な解釈で Kale氾kiは投資支出 (expenditure
on investment)の増分はわが投資財市場ならびに消費財市場に於げる
交換過程を通してどの様にして投資増分 (JI)に等しい貯蓄増分 (.:1S)を
もたらすかを検討している O
則ち (1)投資財産業に流れる増分所得 (JI) のうち一部分は貯蓄され
はSd，その残余が消費財市場へ支出される， (2)消費財の一部分は消費財
産業の内部で消費され，その残余が投資財市場へ売られ投資財と交換され
る。後者は消費財部門の総売上高とその消費支出との差額なので当該部門
の貯蓄 (JJS2)に等しL、。
即ち AI-JJS) (投資財部門の消費支出)=JJS2 (消費財部門の貯蓄)
:.JJI =JJSl十JS2=JJS 
を導き此の均等式が拡張再生産表式に含まれていると Kaleckiは云う。
然し，翠には単純再生産表式の均衡条件である Iv十m=Ic との形
式的類似性は認められるものの(1)投資=1資本設備純増加」ではなくて，
投資=1投資財の購入」と規定する混乱(2)総売上高=総所得とみなすむ十m
のドグマがあり，拡張再生産表式上の均衡条件 Iv十m(k)十m(v)=lIc
斗 m(c) と投資・貯蓄均等式との関連は追求されていない。
更に Kaleckiは投資が動的均衡 (movingequilibrium)を確保するのに
相応しくない場合に関する， Rosa Luxemburgの問題提示を貯蓄・投資
の gapの問題として把握する誤謬を犯Lている。
Robinsonは RosaLuxemburgの問題提示を「仮りに資本家が毎週そ
の前週の貯蓄を投資し，かようにして創造した資本を運転する労働を雇用
するならば蓄積は無限に進行しうるO 然し消費財に対する需要の増加は各
遇とも資本ストックの前週の増加分に基く生産可能な産出量の増加より少
41)新庄博，貯蓄・投資論の再吟味(バンキング， 163号)p. 23-25. 
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い(消費財が過剰となる)。そうだとすれば，資本家をして投資を維持させ
る誘因は何であるか」と投資と消費との問題として把えている。
周知の如く， Luxemburgの「資本蓄積論J(Die Akkumulation des 
Kapitals)は帝国主義の経済的基礎を明らかにしようとするもので，その
中で彼女は Marxの「顕著な発達表式」に対して批判を加えている。つ
まり技術進歩(労働生産性の増進)に伴って投資の生産的側面が重大にな
ると投資が支障なく進行するためには消費も亦，増加しなくてはならない
が彼女によると， Marxの表式は此れを無視して，労働の生産性の向上に
基づく (1)蓄積部分 (M(c)十M(v))の「資本構成Jの高度化と(2)I剰余価
値率」の増進とを度外視している。従って，これを考慮し，蓄積率(貯蓄
性向)が両部門に於て独立に決定されると仮定するならば，消費資料が過
剰になって再生産の円滑な進行ば不可能になると Luxemburgは主張し
た。
この表式を一年度に就いてのみ摘記すると(マルクスの表式)
1 5000c +1000v +lOOom=15000c +1而日τ百両o211+417m(c )+匿亙v)1
II必oc + 285 v + 285mニ|匝日十 285v +lOlm(め 1+1霊亙(c)1+31m( v) 
(m( c ) : m(v)= 5 : 1) 
(ルグセンブノレグの表式)
15000 c +1000 v +1000m =1 5000 c +I!000 v +500m( k21 
I 1430 c十2お v+お5m=1匝豆|十 285v +lOlm(め
+428予付(c)+1豆玄亙玉三l
+[豆玄互(c)1+ (1617)m( c )+2617m( v) 
(m( c ) : m(世)=6 : 1) 
として示されるが，追加資本 (M(c)+M(v))の「資本構成Jが高度化
することによって Luxemburg に於ては16~7の消費財の過剰(反面，生
産財の不足)が発生する。彼女はこの解決を「対外貿易」に求めたが， (1) 
レーニンは生産財の不足今生産財への需要の増大に伴って，資本が二部門
42) J. Robinson， The Rate of Interest and other Essays 1952， p.157. 
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から一部門へ流入し，生産財の生産が消費財の生産よりも急速に増大する
不均等発展の表式を描いた。 (2)Robinson は軍需産業が剰余の投資の捌
け口を提供している現実こそ Luxemburgの理論の正当性を立証するもの
だと云う。つまり，軍需産業の「現物jは消費財と閉じく，経済循環の過
程から脱落L， r価値」は国民所得(主として，m)の一部が国家(租税)
を媒介して，国家によって消費されるので，軍需産業は二部門(消費財生
産部門)に所属する。これが「過去に於て不況時に際して屡々軍需予算の
拡張が行われた理由」であるが Robinsonの主張は Luxemburgの「対
外貿易Jvこ代って「非生産的国家Jが第三の買い手として登場することを
意味する。
因に山田教授は Luxe出burgが提示した問題を二部門の蓄積率を一部門
の蓄積率に依存させる Marxの仮定に従って解決表を
15000日 10…000m=15000C+1000む+堕函n
111430 c +郡日 285m=1114亙 1+285 v +l20m( k) i 
十428Hm(c)+匠亙亙互21
+1豆豆;rm(c )1+23Hm( v) 
(m( c ) : m( v )= 6 : 1) 
として示され， Luxemburgの困難(167)は資本構成の高度化ならび
に剰余価値率の増進とは無関係であると主張され，更に，山田教授は「ロ
ーザの場合にあっては二部門の内部で，一部門との連繋を顧慮することな
しに 19(16Hm(c) 十 2~7m(v)) の蓄積を計上しているのに反して， (解決表
では)それ制が一部門との連繋上の顧慮の下に Im(k) (消費101m(k)→ 
120m(k))に編入」することによってr16封の食違し、」を解決しておられる。
43) レー ニン，市場問題に関する理論， (経済学批判会訳)pp. 21-26. 
44) Robinson，“Rosa Luxemburg's Ac氾umulation of Capital" reprinted in 
Co!lected Economic Papers vol. H， p.73. 
45)新庄博，インフレ理論に関する覚書， p.309. 
表式46)山田盛太郎，再生産過程分析序論， p. 240. 
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この様に Robinsonによる「非生産的国家Jの登場，山田教授による
「両部門の連繋」のもとでの蓄積から消費への組替えは「組織化された資
本主義社会」を特色づけるものである。
則ち(1)道路・港湾等に対する「雇用への需要としての意味を持ち乍ら生
産物の供給としての意味は持たなし、」公共支出(2)民間の工業生産物の大消
費者としての鉄道・電信電話等の公営企業， (3)失業保険等，労働者政策の
実践者， ω)管理通貨制の下で，銀行を結節点として民間企業の密接な連繋
の強化の推進者等々，国家の役割の増大が，かかる社会の特徴であるC
そして，この様な二重経済 (thedual economy)の経済循環の総括図表
:土，すでに再生産表式の領域を越えて居るが，此れは次節に於て検討しょ
う。
以上を以て[投資と貯蓄ではなく，生産(投資)と消費との関係が基本
的な問題である:という命題の考察を了える。
CNJ 産業連関表導入の問題点
ニつの系譜
本稿のいま一つの主題は「マルクスの再生産表式を現実の再生産構造図
;こまで仕上げる」とL、う命題を考察することである O
ところで Quesnayの経済表(1758年)がフランス革命前に於げるフラン
スの社会構成の総括図表であり， Wittfogelの中国の経済表(1931年)は中
国革命直前の中国社会の，社会構成の総括図表である様に，それぞれの社
会には，その社会構成に相応しい経済循環の総括表がある O
現代の管理通貨制の下では，最終需要の政策的変更と，その生産に及ぼ
す作用とを数学的に解析して有効需要のコントロールを企図する産業連関
表がP 一応，現代社会に相応しい総括表と云えよう。
産業連関表の源泉をめぐっては二つの対照的な見方がある。 (1)つは，例
えばネムチノフによれば「それ(産業連関表)は20年代の中頃にソヴェト
の統計作業や計画作業の中から発生Lて，のちに外国に広まったものであ
再生産表式から産業連関表へ ~唱υム
る」。またプリユーミンは「西ヨーロッパの文献ではこの方法の独創性を過
大評価していることを指摘しないわけにはゆかない。著者(レオンチェフ〕
が掲げている計算ば，アメリカ経済の研究にパランス法を適用する試み以
外のなにものでもなし、」と産業連関表はパランス法をアメリカ経済の研究
に応用したものであると云う。いま(1)つは， IDOSSOj の「線型計画と
経済分析Jに見られる如し産業連関表は L巴ontiefの創造によるもので，
ワルラス的一般均衡理論を計量可能なていどに単純化したものであると云
う見方である。
歴史的事実としては， 1924年， ソ連邦中央統計局は経済バランスの作成
に着手し，これを1926年に 11923-24年ソ連邦国民経済バランス」として
発表しており， 1906年にレニングラードに生れ， 1931年にハーパード大学
で教職についた Leontiefは1925年に「ロシア国民経済のバランスj(Die 
Bilanz der russischen V olkswirtschaft)とL、う論文を書いている O 従って
市村氏の「この天才的創見の価値は，正に1940年代における経済学の最も
重要な成果の 1っと数えてよいであろう。 1931年， レオンティエフば独力
でもってアメリカ合衆国の経済表の作成という前人未踏の仕事を始めた」
との説明は，やや誇張であろう Q
前者の系譜によれば， 11923-24年国民経済ノミランスJi主ソヴェト経済
の総再生産過程の具体的把握という問題を提起しながらも，理論的基礎の
点で Marxの再生産論から遊離し，パランスを諸部門聞の生産物の「取引
一覧表」に還元し， c十む十m の範鴎の分析=検出を欠いだため， 1数字の
遊び」と批判され，再生産表式を継承・発展させることを企図するストノレ
ウミリンの「国民経済パランス表式j(1954年)が作成されることになっ
た。
尚，山田教授は産業連関表は各部門相互の費用要因と販路要困との突合
47)ネムチノフ，マルクス経済学の数学的方法(上)， p. 15. 
48)ブリユーミン，近代経済学の再検討(下)p. 548. 
49)市村真一，日本経済の構造.pp. 50-51. 
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わせが主眼となるので， c (機械・器具・原料等)の流動部分の総生産・
総流通が主要点となり v と m，或は m/むの範鴎は極めて不充分であ
ると述べられて「戦後再生産の基礎過程J(1972年)では「工業統計表」か
ら，C-rV十m の範時を検出しておられる。
亘〉 追加的固定資本 m(c)
再生産表式では生産手段は全体をひとまとめにして考察されて居り，労
働手段の価値移転様式と労働対象の価値移転様式との差異は捨象されてい
るC 然し前述(1954年〉の「国民経済ノミランス」では社会的生産物は労働手
段と労働対象とに素材的に分割され，更に生産手段の中から固定フォンド
と流動フォンドとを区別し固定資本の独特の回転様式を表式に組入れてい
ブ
0 0 
これと同じ趣旨のことを山田教授は，拡張再生産で国定資本の新設を含
む場合の C補壌の問題を(1)固定資本の回転期間を10年とし，年々その10%
の価値が磨滅する， (2)また固定資本の磨滅部分の価値の大きさは Cの10%
と仮定して次の様に例示されている。
1 4000 c + 1000 v + 10伽ニI4000 c + 100竺迎出塑211
日1500c十 750v + 750m =: !1500 c 1+750 v +675m (消)
(209(固・非磨)
+CZ3個・ i警) m( c)+恒白|
¥209(流)
128(図・非磨)1
+ il 3(固・磨) Im( c )+16m( v) 
128(流
即ち，一部門の新設固定資本は 232であるが翌年価値磨滅して Cの構成
部分として現われるのは23であり，同様に二部門のそれは 3である O
50)産業連関表は固定資本の回転様式を組入れていない。例えば(1)固定資本磨滅分C
(固・磨)は外生部門中，粗付加価値に内包された形で示され， (2)固定資本の新設
m( c)C困〕は外生部門中最終需要欄の下で固定資本形成の総計数字があげられてい
る。従って，固定資本がどの部門で生産されるかは分かるが，どの部門の固定資本
として形成されたかは不明である。この様な回転様式をもっ固定資本を除外した内
生部門だけの逆行列係数は欠陥をもっている。
再生産表式から産業連関表へ
(9表)転 化 式
I (1) 2師%c 十附加十揃%叩(必)+日税制(箸)七面亘亙雪:~，t蜘第 1 部門f!lの生産手段
α 933Y， c十233Y，v↓ 93Y，m(必)ナ 46%m(奪 9説ム[孟)~lA'均 IIa)lfJの生産手段
β 竺主己的z十 13Y，m，必)+時間(害)叫 13Y，m(前=加lIb)月;の生産手段
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N 極亙十肩五百尋証言、 13竺竺己主亘豆 4∞MjfJの生産手段
1I a) 933必c十326%c +46% c十93Y， c 十 3~Ov ート 140m(必)十70m(審)十140m(軍)~2.1∞N 生活必需品
b) 日3Y，c十 46%c + 6}~c十 13Y，c十 50v十 20m(必)+lOm(奪)+20m ( 軍)~ 300L奪修品
t¥I ~空室三亙三二些三6，2-{C '-:"'10vム伽(巴i~おm (t，;i+ tom (京)~川軍需品
この回転様式を単純再生産表式の;一転化式」に適用すると，例えば軍需
品生産 CUM)
266% c +93).3 c + 13).3 c -126% c -1100 v +40m (必)ーはOm(著)-I-40m(軍〕
=400 c →100 v十100m=600M
が拡張の部分として，新設固定資本の基礎の上で計画される場合， 1M部門
( 360(回・非磨))
からは400ー L..40(閤・磨) トで;土なくて 760(400同一 360流=508c十126
{¥360C流
U十126m)を生産手段として購入せねばならず，更に 1M部門は508cを
計画するためにはい1)部門から965(508同十457流〉を購入する必要があ
り， 1 (1)部門で;土 965を新設固定資本の基礎の上で生産計画を樹立する
と，そのため廷で更に生産手段1262を必要とする O この様に立体化・加速
化する速度ば Cのうち，同定部分と流動部分との構成比で規定される。
そして，事態が t、かに複雑化しようとも先の拡張再生産表式の均衡条
rt:/V¥_I#'__r A 41 ，"" ( ;0' _ rl')ryl') (m'¥_r209C図・非磨)_---H虫出畳一11:~mSc:， =r~~>函<-l ぉ(図・長)/ぺ回出血IL 1重宝豆1 L209(流) L 百
14鵬 c+匝 1+1ん=仰向 l 
日包囲+750v 十750m=3卿 Km 1 ___ ，~， rお〔回・抄)
t i31(国)-L3(国・麗)
¥J 75m(蓄)一íl~9m(c) = L28(流)
L675m(消) L 16m(v) 
( 1 ∞Ov -I500m( k )+59m( v)= ll15∞c+59m(c)) 
件(1v+m(k)+m(v)= IIc+m(c))は貫徹しているが，この様に加速化
される連鎖が経済循環の自律f全的な規制jを撹乱する要因となることは事実
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であり，山田教授は此れを 1mの一定部分が資本iこ転化される場合，それ
(工作z(めと m(む〉とに転化(投資)されるが，その m(c) 土回転の周期
を(例えば)10年とする m(c)C回〕を含むことによって， 関連部門に飛躍
的拡大の波及効果をもっ要因を形成する。ここから第一部門プロパーのた
めの第一部門の内部循環，いわゆる了設備投資が設備投資をよぶJとされ
る形，総じて戦後日本におけ』る重化学工業の殆んど無規制的ともいうべき
優先的発展を基本軸とする高度成長の全系列の展開を理解する視点が与え
られる」と云われる。
以上 Iマルクスの再生産表式を現実の再生産構造留にまで仕上げる
という命題の検討l土1，2の問題点を指摘するのみで今後の研究課題と L度
L 、。
51)山田盛太郎， ibid. p. 83。尚 Hicksは消費性向(c)，加速度係数(V)，独立投資(A)
等の構造パラメーターの種々の組合わせによって，景気変動を循環収叙型，発散型
等に分類する。この際，消費性向(c)ば比較的安定しているので，これは加速度係数
(v)によって規定される，従って撹乱要因を加速度因子とみなす点で、マノレタス経済学
と一致してし、る。然し荒氏も云われる如く，有効需要を規制する加速度係数と，有
効供給を規制する資本係数 (σ)との俊別が Hicksには欠けている。
